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「ＲＰＳ法の利用目標に関する意見」 

 
 
１．氏名：関根 彩子 
 
３．職業／所属団体 グリーンピース・ジャパン 
 
４．意見の概要  

 
提案されている目標は低すぎる。新エネルギーの内訳に廃棄物発電分、ダム等による大型水力発

電（計画中、建設中を含む）を含めず、10年後に 20％を目標とすべきである。 
 

 
５．御意見及び理由（本文） 
 
 
(1) 10年後（2012年）には最低でも20％を利用目標に 

危険な気候変動を防ぐために対処する、という気候変動に関する国連枠組み条約のコミットメントを達成

するためには、二酸化炭素排出の大幅な削減が必要である。OECD諸国の政府がこのコミットメントを果
すためには、国内の再生可能エネルギー導入目標を10年以内に最低でも20％に設定すべきであるとグリ
ーンピースは考えている。この目標値が技術的にも経済的にも現実的であることは、2000年の沖縄サミッ
トで設立された、再生可能エネルギータスクフォースの報告書（2001 年 6 月）でも示唆されている。こ
の目標は、再生可能エネルギーの拡大普及の促進と、省エネルギーの推進を強化するという、二つの政策

を通じて、達成されるべきである。 
 
(2) 系統連携の問題を、目標を下げる理由にしてはならない。 

提案されている利用目標は、対策の方向性のまとまるまで、系統対策を行わない範囲で定めた目標とされ

ている。しかし、系統連携対策の検討がまとまるまで何の対策もとられないことが前提になると、それに

よって再生可能エネルギーの普及が大きく阻まれる。早期に着手できる対策さえ先延ばしにされるおそれ

があり、再生可能エネルギー市場拡大への意思もそがれる。当座でも取組める系統対策には、着手すべき

である。 
 
(3) 利用目標の内訳には、廃棄物焼却からのエネルギー回収や発電、ダム等による大規模水力発電（計画
中、建設中を含む）は除外し、目標値のカウントには含めないべきである 。 

この法律の目的には「環境の保全への寄与」が含まれており、また、この法律の採択にあたっては衆議院、

参議院付帯決議により、マテリアルリサイクルの推進（廃棄物等の発生抑制、再使用、再生利用の促進）

を阻害しないことが求められている。廃棄物焼却は、有害物質の発生や、廃棄物発生抑制の阻害という問

題があり環境破壊に直結しており、法の目的、各付帯決議に反する。ダム等による大規模水力発電もこの

法の目的に反する。 
 

以上 


